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令和 3 年度 ～ 4 年度 12,079 千円

歳出科目：05.01.03.02.56
千円

5,607 千円

市費
5,607 千円

国費

0 千円

県費 令和元年度 令和２年度 令和３年度 単位

0 千円 ― ― 63.1 ％
― ― 54.0 ％

その他
0 千円

5,170 千円

令和３年度 単位

実績値 63.1 ％
目標値 54.0 ％
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必要性 有効性

大きい

②市民ニーズ 低い ⑤成果向上の余地

現状維持

2か年で見直す計画のため、令和4年度も引き続き計画の見直しを進める。見
直しにあたっては、愛知県等関係機関と調整を図り、担い手の確保等の情勢
に応じた農用地面積の確保や、開発案件を位置付けておくことで、スムーズ
に土地利用調整を図ることができるようにする。

Ｄ
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⑥類似事業の有無
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計画見直しのため、市内在住の農地所有者に対し意向調査を実施することに
より、農業経営や土地利用に関する意向を把握することができた。

得
ら
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果
と
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績

値

成果指標

意向調査アンケート回収率

Ｃ

事業の
評価・課題

A

意向調査の内容を簡素化し、回答しやすい調査票を作成した結果、目標値を
上回る回収率を達成することができ、調査結果を基礎資料に反映させまとめ
ることができた。今後は、基礎資料を踏まえ計画の見直しを進めていく必要
がある。

効率性
①市の関与の妥当性

③休廃止の影響

今後の事業
の方向性

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

Ｐ
総合計画： 単位施策： 農業

予
算
見
積
書
で
活
用H28に同計画を見直しており、それ以降に発生した各種施策や担い手の確保

状況等を反映させた新たな計画に見直す必要がある。また、R9年度頃までに
予定される4ha超の開発案件について把握し、反映させる必要がある。

財源内訳

総
合
計
画
と
の
関
係
性
と
予
算
根
拠

３か年実施計画（当該年度事業費等）： 5,600

事業概要等

事業概要：

市内農業振興地域における農用地の面積・土地利用・農業生産等
の事項に関する現況及び将来の見通しについて、概ね5年ごとに調
査し、その調査結果や経済事情その他の情勢の推移を反映させて
同計画を見直す。
<根拠法：農業振興地域の整備に関する法律　第12条の2第1項及び
第13条第1項>

事業目的：
新たな工業団地の造成等、今後の農地利用を調整し、農業振興地
域整備計画に反映する。
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全体事業期間： 全体事業費等：

会計 一般会計

事業内容：
R3年度：基礎調査、基礎資料作成、整備計画書(案)作成委託
R4年度：整備計画書等作成委託

問題点・
課題等：

農家の農業経営や農業環境等の整備、及び今後の土地利用に関す
る意向を把握し、同計画へ反映させるため、意向調査アンケート
の回収率を高める必要がある。

予算額 主要事業とする理由

得られる成果

担い手の確保等の情勢に応じた農用地面積の確保を実施できることや、必要
な開発案件をあらかじめ位置付けておくことで、スムーズに土地利用調整を
図ることができる。

目標値や目指すべき状態

意向調査アンケート回
収率

実績値
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PDCA 主要事業名 農業振興地域整備計画策定事業 部課名 市民経済部産業課
服部
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